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１．問題の所在
　IAS第19号（従業員給付）における確定給付建年金制度の会計処理は，
2011年６月に大きく改訂された。このときの改訂の特徴 は，次のようなも
のである 1），2）。
1）　2011年６月に改訂が行われた理由として，結論の根拠 BC３では，退職後
給付約定の会計処理は重要な財務報告の論点であるにもかかわらず，改訂前
の IAS第19号の会計処理を多くの財務諸表利用者が理解できない状態が続
いており，それを解消する必要があったと述べている。例えば，確定給付建
制度に関する損益の遅延認識処理によって，財政状態計算書において誤解を
招く金額が生じるとともに，確定給付建制度に関する損益に関する複数の選
択肢の存在や定義の明瞭性の欠如によって，比較可能性が乏しくなっている
といった批判があり，これを解消する必要があったとしている。これを受け
て，2011年６月の改訂では，確定給付建制度に関する損益（改訂後の基準で
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2）　⒜ 　それ以前に認められていた数理計算上の差異（actuarial gains and 
losses）の会計処理に関する３つの選択肢 3）を廃止し，年金財政に発生
した変動をその発生した期で包括利益までの間で（すなわち，給付建制
度に関連するすべての損益を当期純利益とその他の包括利益（OCI）に分け
て）すべて認識するという会計処理を導入した。
⒝　包括利益計算書での表示に当たって，ネット金利という考え方が導
入され，さらに，制度資産の実際利回りの一部などを「再測定
（remeasurement）」と定義して，これを OCIで表示することが規定さ
れた（当該 OCIはその後当期純利益にリサイクリングされない）。
⒞　再測定とよばれるものは OCIで表示するが，その際に，例えば，
棚卸資産の原価を構成する確定給付建制度に関連する退職後給付費用
（確定給付費用）は，原価に含めるという会計処理は見直されなかった。
しかし，具体的にどの範囲の確定給付費用が原価に含められるべきか
については，規定上明確とは言えない状況である。
は，「確定給付費用」と呼ばれる）の会計処理は，包括利益計算書で即時に
認識するという１つの会計処理のみに統一されている。
2）　2011年６月の改訂の経緯については，山田（2013）の第２部第４章（確定
給付制度などに関連する改訂）93-164頁でも触れているので，参照された
い。また，本稿は，山田辰己（2014）「年金会計（確定給付建制度）につい
て（上）『税経通信』2014年11月号（Vo. 69 No. 13）150-166頁及び山田辰己
（2014）「年金会計（確定給付建制度）について（下）『税経通信』2014年12
月号（Vo. 69 No. 14）142-155頁での記述を基にしている。
3）　３つの選択肢とは，数理計算上の差異の ① 未認識及び遅延認識アプロー
チ，② 早期認識アプローチ及び ③ その他の包括利益（OCI）での即時認識
アプローチである（その詳細は，図表１を参照）。なお，2011年６月の改訂
前の旧 IAS第19号の「数理計算上の差異」には，制度資産から生じるもの
も含まれていたが，この改訂で，数理計算上の差異とは，「確定給付制度債
務（defined benefit obligation）の現在価値の変動」をいうと変更されている
（図表２の定義を参照）。
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　上記のように，2011年６月の改訂は，それ以前の確定給付建年金制度の
会計処理に対する考え方を大きく変えるものであった。それぞれの特徴に
ついて簡単に整理すると次のとおりである。
⑴　数理計算上の差異の影響の平準化の仕組みの廃止
　上記 ⒜ の改訂の特徴は，それまで認められていた数理計算上の差異に
関する３つの選択肢が廃止されたことであるが，これによって，数理計算
上の差異の当期純利益への影響を平準化する仕組みが廃止されたことを意
味する。これまでの平準化の仕組みは，例えば，「未認識処理及び遅延認
識処理」を選択すると，長期にわたる確定給付建年金制度の確定給付制度
債務（defined benefit obligation）及び制度資産（plan assets）に生じる数理計
算上の差異は，それらを直ちに認識するのではなく，ある一定範囲に収ま
る差異は認識せず（未認識処理），さらに，その一定範囲を超える差異は，
それを従業員の予想平均残存勤務期間で分割して認識するという処理（遅
延認識処理）が可能であった。このような平準化の仕組みの廃止によって，
確定給付制度債務と制度資産の測定において未認識となる部分はなくなる
ことになったが，これは，確定給付制度債務と制度資産の期中の変動は，
当該変動が生じた期において包括利益として認識しなければならないこと
を意味する。そのため，この変動をすべて当期純利益で認識すると，例え
ば，金融危機が発生して制度資産の公正価値が大きく毀損した場合には，
当期純利益の変動が大きくなることを意味する。当期純利益に対してこの
ような大きなボラティリティが生じることを避けるために，当該変動の一
部を「再測定」として OCIで表示しようというのが，上記 ⒜ の改訂の趣
旨である。
　なお，改訂前に認められていた数理計算上の差異の３つの会計処理は図
表１のとおりである。
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図表１　改訂前の IAS第19号における数理計算上の差異の３つの会計処理
第１の選択肢：数理計算上の差異の未認識及び遅延認識アプローチ（旧第92項）
未認識及び遅延認識アプローチ（これは，「コリドール・アプローチ」又は
「回廊アプローチ」とも呼ばれていた）は，期末における未認識の数理計算上
の差異の正味累計額が，① 当該日現在の確定給付債務の現在価値の10％又
は ② 当該日現在の制度資産の公正価値の10％のうちいずれか大きい方の範囲
内であれば，その範囲内の数理計算上の差異を当期純利益で認識しない（未
認識処理），また，① 当該日現在の確定給付債務の現在価値の10％又は ② 当
該日現在の制度資産の公正価値の10％のうちいずれか大きい方を超過する場
合には，当該超過額を従業員の予想平均残存勤務期間で除したものを当期純
利益で認識する（遅延認識処理）という会計処理を行うアプローチである。
第２の選択肢：数理計算上の差異の早期認識アプローチ（旧第93項）
早期認識アプローチは，首尾一貫して適用することを条件に，数理計算上の
差異を未認識及び遅延認識アプローチより早期に認識する結果となるような
任意の規則的な償却方法を採用することを認めるアプローチである。この償
却額は当期純利益で認識する。また，「任意の規則的な認識」の方法には，数
理計算上の差異を，その発生時に，全額を当期純利益で認識（即時認識）す
る方法も含まれていた。
　なお，IASBは，数理計算上の差異を即時に認識するアプローチが遅延認識
アプローチよりも魅力的であると考えており，そのため，数理計算上の差異
をより早期に認識する第２の選択肢を導入したことが旧 IAS第19号の結論の
根拠 BC46 ⒜ に述べられていた4）。
第３の選択肢： 数理計算上の差異の OCIでの即時認識アプローチ（旧第93Ａ項
から第93Ｄ項）
数理計算上の差異をその発生した事業年度で，全額 OCIで即時認識するアプ
ローチ5）。これは，主として英国で採用されていた方法を IFRSに取り込んだ
ものであった（BC48F）。IASBは，数理計算上の差異を当期純利益の外で即
時認識することは必ずしも理想的ではないが，しかし，遅延認識よりも透明
性のある情報を提供することを理由に第３の選択肢として導入することにし
た（BC48G）。　OCIで認識された金額は，直接資本の部（利益剰余金）で認
識され，その後の事業年度で当期純利益に振り替えることはできないとされ
ていた（リサイクリングの禁止）。これは，数理計算上の差異をリサイクルす
る際の合理的な方法を見いだすことが困難であるという認識に基づいている
（BC48P）。
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4）5）
⑵　ネット金利概念の導入と再測定の OCIでの表示
　上記 ⒝ の改訂の特徴は，包括利益計算書での表示に当たって，ネット
金利 6）という考え方が導入されたこと，及び，制度資産の利回りの一部な
どを「再測定（remeasurement）」（詳しくは第127項を参照）と定義して，OCI
で表示することが規定されたことである（当該 OCIはその後当期純利益にリ
サイクリングすることは認められていない）。
　①　ネット金利
　金利のネット表示という考え方は，通常，費用と収益は両建てで表示す
るという国際財務報告基準（IFRS）の原則に対する IAS第19号にユニーク
4）　旧 IAS第19号の BC46は，次のように記述していた。
　　「最終基準を承認するにあたり，当理事会は，認識すべき数理計算上の差
異の最低額を明示するが，利得及び損失の双方に同一の基準を適用し，かつ
当該基準を各期間にわたり継続して適用する限り，より早期に認識する規則
的な方法は何であれ容認することに決定した。当理事会は，次の主張を受け
入れた。
　⒜ 　変動性を減少させる範囲及びそれを達成するために採用するメカニズム
は，両方とも，基本的に実務上の問題である。概念上の観点からは，当理
事会は，即時認識アプローチが魅力的であることを見出した。したがっ
て，当理事会は，企業が数理計算上の差異をより早期に認識する方法を採
用することを妨げる理由を見出さなかった。特に，当理事会は，企業がす
べての数理計算上の差異を直ちに認識する一貫した方針を採用することを　
阻害することを望まなかった。同様に，当理事会は，国々の基準設定主体
が，直ちに認識するよう要求することを阻害することを望まなかった。
　⒝　（略）」
5）　この選択肢は，2004年12月の IAS第19号の改訂によって導入された選択
肢である。その議論の概要は，山田（2013）の第２部第３章（数理計算上の
差異，グループ制度及び開示に関連する改訂）を参照されたい。
6）　確定給付負債（資産）の純額は，確定給付制度債務の現在価値と制度資産
の公正価値の差額であり，この純額に対して割引率をかけて計算される利息
を利息純額と定義している。本稿においては，これを表す場合に「ネット金
利」という用語を用いる。
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な例外の会計処理となっている。ネット金利は，確定給付制度債務の現在
価値と制度資産の公正価値の差額に対して割引率をかけた金額を金利純額
として，当期純利益で認識しようという考え方である。言い換えると，確
定給付制度債務の現在価値に割引率をかけて計算される支払利息と制度資
産の公正価値に同じ割引率をかけて計算される受取利息の双方を当期純利
益で認識するということを意味している。
　②　再　測　定
　「確定給付負債（資産）の純額の再測定」は，いくつかの構成要素から
なるが（後述２⑷ 又は第127項を参照），その１つである「確定給付負債（資
産）の純額に含まれる金額を除く制度資産に係る収益」を取り上げると，
制度資産の実際の利回りのうち，ネット金利の一部として制度資産に対し
て計算された受取利息を除いた金額として計算される。すなわち，再測定
として認識される「制度資産に係る収益（ネット金利に含まれた部分を除く）」
は，その基礎にある制度資産との関係が切断された計算上の損益であると
いう特徴があり，これが，再測定に含められた損益の当期純利益へのリサ
イクリングを禁止する理由となっている。
　改訂前の基準では，「制度資産にかかる期待収益（expected return on plan 
assets）」という企業の予想数値に基づいて，包括利益計算書で当期純利益
として表示される制度資産の収益が計算され，それと実際の収益（実際利
回り）との差額が「制度資産に係る数理計算上の差異」として認識される
仕組みとなっていた。これには，制度資産に関連する収益は，期待収益と
いう予想損益に基づいて当期純利益に表示される金額が計算されるという
特徴があり，これが適切ではないと批判され，それがこの平準化の仕組み
が廃止された原因となっている。その結果，今回の改訂では，制度資産の
実際利回り（実績）は，包括利益計算書のボトムラインである包括利益で
認識されるという会計処理となった。新たに，ネット金利という考え方が
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導入されたことによって，当期純利益と OCIの間を区分する規準は，「制
度資産は，確定給付制度債務に適用された割引率で計算された受取利息を
生んでいる」という仮定となった。これは，ある意味で，制度資産にかか
る期待収益という予想値を，別の視点から計算された予想値に置き換える
ということを意味している。
⑶　OCIで表示される再測定損益の棚卸資産等への原価算入の可否
　上記 ⒞ の改訂の特徴は，2011年の改訂では，再測定とよばれるものは
OCIで表示するが，その際に，例えば，棚卸資産の原価を構成する確定
給付建制度に関連する退職後給付費用（確定給付費用）は，原価に含める
という会計処理は見直されなかったという点である。その結果，現在の
IAS第19号第120項は，例えば，工場の従業員の給付建年金制度に関して
生じた損益（確定給付費用）は，棚卸資産の原価を構成する費用なので，
その一部を OCIで表示することなく，棚卸資産の原価にすべて含める取
扱いを求めていると読める。このように解釈すると，制度資産の実際利回
りの変動が，直接売上原価又は製造原価に影響するということになってし
まう。これは，2011年６月の改訂で，再測定に該当するものは，当期純利
益に影響させないようにするために，OCIで認識し，それをその後リサ
イクリングしないという会計処理に改めたことの趣旨と矛盾する取扱いに
なるといえる。このように，第120項で求める他の資産への原価算入規定
と再測定を OCIとして表示しなければならないとする規定の関係が明確
ではない。
⑷　本稿で取り上げる問題
　2011年の改訂によって確定給付建年金制度に適用される会計処理が変更
されたが，これがどのような意味を持つかについて，次の２つの論点を取
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り上げ，検討しようというのが，本稿の目的である 7）。
⒜　確定給付費用（defined benefit cost）の構成要素の包括利益計算書上
の表示の特徴（再測定のリサイクリング禁止を含む）
⒝　確定給付費用（特に，確定給付負債（資産）の純額の再測定）の棚卸資
産などへの原価算入の考え方
　本稿では，以下次の順序で記述を行う。
　第２章：確定給付建年金制度の会計処理の概説
　第３章：棚卸資産などへの原価算入についての考え方
　第４章：IAS第19号の確定給付費用の会計処理の改訂についての評価
２．確定給付建年金制度の会計処理の概説
　確定給付制度に関する企業の会計処理の概要は，下記 ⑴ に示すとおり
である。そこでは，企業が従業員に負っている確定給付制度債務の現在価
値を測定し，それから従業員への支払いのために積み立ててある制度資産
の公正価値を測定し，その差額として，積立不足又は積立超過の金額（こ
れを「確定給付負債（資産）の純額」と呼んでいる）を算定することが基本的
な構造となっている 8）。そして，IAS第19号には，確定給付負債（資産）の
純額が，従業員からの労働の提供や保有する制度資産の公正価値の変動に
よって，会計期間中に変動する内容をどのように認識，測定，表示及び開
示するかに関する規定が置かれている。
　本章では，このような「確定給付負債（資産）の純額の変動」をどのよう
7）　本稿で取り上げた２つの論点に関する問題意識は，拙稿「原則主義の
IFRSの下での IFRS研究について」（「経理研究第57号」2014年３月10日発
行，中央大学経理研究所）の74-75頁でも記述しているので，参照いただき
たい。
8）　本稿の以下の議論では，議論をわかりやすくするため，資産上限額に関す
る規定は無視することとする。
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に認識，測定及び表示するかに関する事項について次のとおり解説する。
　第１節　確定給付建制度の会計処理の流れ
　第２節　確定給付費用の内訳
　第３節 　確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（ネット金利）の
意味
　第４節　確定給付負債（資産）の再測定の意味
　第５節　数理計算上の差異の定義の変更とその理由
⑴　確定給付建制度の会計処理の流れ
　確定給付制度に関する企業の会計処理は，次の手順を踏むことが規定さ
れている（第57項）。なお，ここで用いられている定義の主なものは，図表
２に示しているので参照されたい 9）。
⒜　積立不足又は積立超過の金額を算定する。これには次のことを行
う。
　　ⅰ 　数理計算上の技法である予測単位積増方式を用いて，当期及び過
去の期間の勤務の対価として従業員が稼得した給付について，企業
にとって最終的なコストとなる信頼性のある見積額を求める（第67
項から第69項参照）。これには，企業が，どれだけの給付を当期及び
過去の期間に帰属させるかを決定し（第70項から第74項参照），給付
費用に影響する人口統計上の変数（従業員の離職率や死亡率等）及び
財務上の変数（将来の給与や医療費の増加等）に関する見積り（数理計
算上の仮定）を行うことを要する（第75項から第98項参照）。
9）　本稿における IFRSの日本語は，原則として企業会計基準委員会（ASBJ）
が行った翻訳（2016年版）によるが，必要に応じて，筆者が修正を加えてい
るのでご留意いただきたい（例えば，「profit or loss」は，ASBJの翻訳では，
「純損益」とされているが，本稿では，「当期純利益」としている）。
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図表２　2011年６月の改訂後の IAS第19号第８項における関連する定義
項　　　目 定　　　義
確定給付負債（資産）の純額
（net defined benefit liability 
(asset））
積立不足又は積立超過に，確定給付資産の純額を
資産上限額に制限することによる影響を調整した
もの
積立不足又は積立超過
（deficit or surplus）
次の ⒜ から ⒝ を控除したもの
⒜　確定給付制度債務の現在価値
⒝　制度資産の公正価値（もしあれば）
確定給付制度債務の現在価値
（present value of a defined 
benefit obligation）
当期及び過去の期間の従業員の勤務により生じる
債務を決済するために必要な将来の予想支払額の
現在価値（制度資産控除前）
制度資産（plan assets） 次のものからなる。
⒜　長期の従業員給付基金が保有している資産
⒝　適格な保険証券
勤務費用（service cost） 次のものからなる。
⒜ 　当期勤務費用（current service cost）：当期中
の従業員の勤務により生じる確定給付制度債務
の現在価値の増加
⒝ 　過去勤務費用（past service cost）：制度改訂
（確定給付制度の導入若しくは廃止又は変更），
又は，縮小（企業が制度の対象となる従業員数
を大幅に削減すること）により生じる，過去の
期間の従業員の勤務に係る確定給付制度債務の
現在価値の変動
⒞　清算損益（any gain or loss on settlement）
確定給付負債（資産）の純額
に係る利息純額（net interest 
on the net defined benefit 
liability (asset））
時の経過により生じる当期中の確定給付負債（資
産）の純額の変動をいう。
確定給付負債（資産）の純額
の再測定（remeasurements 
of the net defined benefit 
liability (asset））
次のものからなる。
⒜　数理計算上の差異
⒝ 　制度資産に係る収益（確定給付負債（資産）
の純額に係る利息純額に含まれるものを除く）
⒞ 　資産上限額の影響の変動（確定給付負債（資産）
の純額に係る利息純額に含まれるものを除く）
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　　ⅱ 　確定給付制度債務の現在価値及び当期勤務費用を算定するため
に，給付を割り引く（第67項から第69項及び第83項から第86項参照）。
　　ⅲ 　制度資産があれば，その公正価値（第113項から第115項参照）を，
確定給付制度債務の現在価値から控除する。これが積立不足又は積
立超過の金額となる。
⒝　⒜ で算定した積立不足又は積立超過の金額に，確定給付資産の純
額を資産上限額に制限することによる影響（第64項参照）を調整して，
確定給付負債（資産）の純額を算定する。
⒞　当期純利益に認識すべき次の金額を算定する。
　　ⅰ　当期勤務費用（第70項から第74項参照）
　　ⅱ　過去勤務費用及び清算損益（第99項から第112項参照）
　　ⅲ 　確定給付負債（資産）の純額に係る利息の純額（第123項から第126
項参照）
⒟　OCIに認識すべき，確定給付負債（資産）の純額の再測定となる金
額を算定する。これは次のものからなる。
　　ⅰ　数理計算上の差異（第128項及び第129項参照）
数理計算上の差異
（actuarial gains and losses）
次のものから生じる確定給付制度債務の現在価値
の変動をいう。
⒜ 　実績による修正（事前の数理計算上の仮定と
実際の結果との差異の影響）
⒝　数理計算上の仮定の変更の影響
制度資産に係る収益
（the return on plan assets）
制度資産からの利息，配当及びその他の収益（制
度資産に係る実現及び未実現の利得又は損失を含
む）から，次のものを控除したものをいう。
⒜　制度資産の運営管理にかかる費用
⒝ 　制度自体による未払税金（確定給付制度債務
の現在価値の測定に使用された数理計算上の仮
定に含まれている税金を除く）
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　　ⅱ 　制度資産に係る収益（確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に
含まれる金額を除く）（第130項参照）
　　ⅲ 　資産上限額の影響（第64項参照）の変動（確定給付負債（資産）の純
額に係る利息純額に含まれる金額を除く）
⑵　確定給付費用の内訳
　2011年６月に改訂された IAS第19号第120項では，新たに「確定給付費
用（defined benefit cost）」という用語が導入された。確定給付費用は，
① 勤務費用，② 確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（ネット金
利）及び ③ 確定給付負債（資産）の純額の再測定という３つの要素から構
成される。このうち，勤務費用と確定給付負債（資産）の純額にかかる利
息純額の２つは当期純利益で，そして，確定給付負債（資産）の純額の再
測定は，OCIで表示しなければならない。
　「企業は，他の IFRSが資産の原価に含めることを要求又は許容してい
る場合を除き，確定給付費用の内訳を次のように認識しなければならない。
⒜　勤務費用（service cost）を当期純利益に
⒝　確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（net interest on the net 
defined benefit liability (asset)）を当期純利益に
⒞　確定給付負債（資産）の純額の再測定（remeasurements of the net 
defined benefit liability (asset)）をその他の包括利益に」（第120項）
　これらの要素のうち，確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（ネ
ット金利）及び確定給付負債（資産）の純額の再測定の２つについては，以
下 ⑶ 及び ⑷ においてその内容をさらに見ていくことにする。
⑶　確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（ネット金利）の意味
　確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額（ネット金利）を理解するた
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めには，「確定給付負債（資産）の純額」とは何によって構成されている
か，そして，ネット金利がどのように計算されるかを理解する必要がある。
　①　確定給付負債（資産）の純額
　すでに触れたように，確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は確
定給付費用の構成要素であり，勤務費用とともに，当期純利益で表示しな
ければならない（第120項 ⒝）。
　そこで，まず，「確定給付負債（資産）の純額」とは何かを見ておく。
第８項の定義（図表２参照）では，これを「積立不足又は積立超過に，確
定給付資産の純額を資産上限額に制限することによる影響を調整したも
の」と定義しており，定義を構成する「積立不足又は積立超過」の定義
（同じく第８項に定義がある）は，「次の ⒜ から ⒝ を控除したもの。
⒜　確定給付制度債務の現在価値
⒝　制度資産の公正価値（もしあれば）」とされている。
　ここで，「確定給付資産の純額を資産上限額に制限することによる影響」
を無視すると，「確定給付負債（資産）の純額は，確定給付制度債務の現
在価値と制度資産の公正価値（もしあれば）の差額」と定義されている。
要するに，年金財政における積立不足額（又は超過額）を指していると理
解できる。
　②　確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額（ネット金利）の意味
　さらに，第123項では，「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は，
確定給付負債（資産）の純額に，第83項 10）に定める割引率を乗じて算定し
10）　第83項では，「退職後給付債務（積み立てをするものとしないものの双方
とも）の割引に使用する率は，報告期間末日時点の優良社債の市場利回りを
参照して決定しなければならない。そのような債券に厚みのある市場がない
国では，国債の（報告期間末日における）市場利回りを使用しなければなら
ない。」と記述して，割引率は，原則として報告期間末日の優良社債の市場
利回りを参照して決定すべきことを規定している。
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なければならない。（後略）」と規定しており，また，この規定の意味する
ところを説明している第124項では，「確定給付負債（資産）の純額に係る
利息純額は，制度資産に係る利息収益，確定給付制度債務に係る利息費
用，及び，第64項で述べた資産上限額の影響に係る利息から構成されるも
のと見ることができる。」と述べており，確定給付負債（資産）の純額に
かかる利息純額は，第123項と第124項で触れている２つの方法で計算でき
ることを示唆している。
　第１法： 確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額＝確定給付負債（資
産）の純額×割引率
　第２法： 確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額＝確定給付制度債
務に係る利息費用－制度資産に係る利息収益
　③　設例による解説
　これを具体的に理解するために，次に示す簡単な設例を用いることにす
る 11）。
　図表３の設例では，下記に示すように，第123項に従う計算（第１法）と
第124項に従う計算（第２法）は，どちらの方法で計算しても結果は一致す
ることになる。
⒜　第１法： 確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額＝確定給付負
債（資産）の純額×割引率＝300（設例の ⒞ の金額＝1,000－
700）×3％＝9
⒝　第２法： 確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額＝確定給付制
度債務に係る利息費用－制度資産に係る利息収益＝1,000
×３％－700×３％＝30－21＝９
11）　この設例は，拙稿「その他の包括利益とリサイクリング（上）」（税経通信
2014年６月号（Vo. 69 No. 6）の167-169頁での解説に用いたものである。
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　④　制度資産に係る利息収益と制度資産に係る収益の関係
　ここでは，「制度資産に係る利息収益」と「制度資産に係る収益」（いず
れも下線は筆者）との違いを強調しておきたい。第125項では，「制度資産
に係る利息収益は，制度資産に係る収益の内訳であり，制度資産の公正価
値に第83項に定める割引率を乗じて算定される。（後略）」とされている。
また，第８項の定義では，「制度資産に係る収益は，制度資産からの利息，
配当及びその他の収益（制度資産に係る実現及び未実現の利得又は損失を含む）
から，① 制度資産の運営管理にかかる費用と ② 制度自体による未払税金
（確定給付制度債務の現在価値の測定に使用された数理計算上の仮定に含まれてい
る税金を除く）を控除したもの」と定義されている（図表２参照）。これから
明らかなように，「制度資産に係る利息収益」は，「制度資産に係る収益」
に含まれる構成要素であるという関係になっている。また，「制度資産に
係る収益」は，制度資産の実際利回り（実績）を指している。
図表３　設例：年金財政計算書
制度資産の公正価値（B） 確定給付制度債務の現在価値（A）
700 1,000
確定給付負債の純額（C）
300
期首の年金財政計算書における金額は以下のとおりとする。
確定給付制度債務の現在価値：1,000
制度資産の公正価値：700
確定給付負債の純額：300
割引率：３％
制度資産の実際運用利回り：５％（＝制度資産に係る収益）
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　この関係を図表３の設例に基づいて整理してみると図表４のようにな
る。
　これから，OCIで認識する「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純
額に含まれる金額を除く制度資産に係る収益」14は，「制度資産に係る収
益」35（＝700×５％）から「制度資産に係る利息収益」21（＝700×３％）
を差し引いた差額として計算されることが分かる。すなわち，「確定給付
制度債務の現在価値」と見合うことになる「制度資産の公正価値」に対す
る利息収益は，実際に１年間に制度資産が受け取った利息収益がいくらだ
ったかとは無関係に，「割引率」と同じレート（設例では３％）で回ったと
仮定して計算され，それと制度資産が１年間に稼得した実際利回りである
「制度資産に係る収益」との差額が，「確定給付負債（資産）の純額に係る
利息純額に含まれる金額を除く制度資産に係る収益」として計算されると
いう仕組みになっている。
　したがって，OCIで認識する「確定給付負債（資産）の純額に係る利息
純額に含まれる金額を除く制度資産に係る収益」は，制度資産の実際利回
りを構成する個々の損益（売却損益，受取利息，受取配当金及び未実現評価損
益など）とは直接紐づけることができない差額としての収益ということが
できる。それが，結論の根拠 BC99 ⒝ で，「組替調整（リサイクリング）の
タイミングと金額を決定する適切なベースを識別することが困難である。」
図表４　制度資産に係る収益の区分と表示場所
項　　　目 金額
制度資産に係る利息収益（当期純利益で表示） 21
確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれ
る金額を除く制度資産に係る収益（OCIで表示） 14
制度資産に係る収益（＝当事業年度の実際運用利回り） 35
確定給付建年金制度の会計処理についての考察（山田）　507
と述べられていることの意味だと理解できる（詳細は，次の ⑷「確定給付負
債（資産）の純額の再測定の意味」を参照されたい）。
⑷　確定給付負債（資産）の再測定の意味
　上記 ⑶ で触れた「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含ま
れる金額を除く制度資産に係る収益」は，ここでいう「確定給付負債（資
産）の純額の再測定」の一部を構成するものである。
　①　確定給付負債（資産）の純額の再測定の定義
　すでに触れたように，「確定給付負債（資産）の純額の再測定」は確定
給付費用を構成し，これは，OCIで表示しなければならない（第120
項 ⒞）。
　第127項では，「確定給付負債（資産）の純額の再測定は，次のものから
なる。
⒜　数理計算上の差異
⒝　確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額（第125
項参照）を除く，制度資産に係る収益
⒞　確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額（第126
項参照）を除く，資産上限額の影響の変動」と規定されている。
　ここでは，以下において，上記 ⒝ の「確定給付負債（資産）の純額に
係る利息純額に含まれる金額を除く，制度資産に係る収益」とは，どのよ
うな性格の再測定なのかを明確にするための解説を行う。
　②　図表５の設例による解説
　上記 ⑶ の図表３で示した設例を用いて，確定給付負債（資産）の純額
の再測定とは，具体的にどのようなものかを見ていくことにする。
　再測定を構成する損益のうち，まず，第127項 ⒜ でいう数理計算上の差
異は，確定給付制度債務に係るものに限定されており（詳しくは，下記 ⑸ 
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「数理計算上の差異の定義の変更とその理由」を参照），この設例では，数理計
算上の差異は生じないものと仮定しているので，この損益は，ここでは扱
わない。また，第127項 ⒞ でいう資産上限の影響は無視することにするの
で，これもここでは扱わない。結局，この設例で取り上げるのは，第127
項 ⒝ でいう「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金
額を除く，制度資産に係る収益」だけである。
　第127項 ⒝ に従う計算は，「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純
額に含まれる金額を除く，制度資産に係る収益＝制度資産に係る収益－制
度資産に係る利息収益」となるので，700×５％－700×３％＝35－21＝14
となる。したがって，すでに触れたように，当期に制度資産に生じた５％
の実際利回り35（＝700×５％）は，
⒜　割引率相当額の３％部分として計算される21（確定給付負債（資産）
の純額に係る利息純額に含まれる金額（＝700×３％）として当期純利益で認
識される）と，
⒝　⒜ これと実際利回りとの差額14（＝700×５％－700×３％）（確定給付
負債（資産）の純額の再測定として OCIで表示される）
との２つに分けて表示されることになる。
　この設例から明らかなように，制度資産に係る収益（35＝700×５％）は，
当期純利益で表示される制度資産に係る利息収益（21＝700×３％）と，
OCIで表示されるそれ以外（＝確定給付負債（資産）の純額の再測定（14＝
35－21）に分かれて表示されるが，発生した会計期間における包括利益の
レベルでは，全額が即時認識されることになる。
　③　差額として計算される確定給付負債（資産）の純額の再測定の意味
　上記 ⑶「確定給付負債（資産）の純額にかかる利息純額」では，ネット
金利という考え方が導入され，確定給付費用の１要素として，ネット金利
を当期純利益のなかで認識することが第120項において規定されているこ
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とを見てきた。そして，その結果として，OCIで認識する「確定給付負
債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く制度資産に係る収
益」は，「制度資産に係る収益」から「制度資産に係る利息収益」を差し
引いた差額として算出されることを示した。
　言い換えると，これは，「制度資産に係る利息収益」は，確定給付制度
債務の現在価値に適用される割引率（設例では３％）と同じ利率で運用で
きたと仮定することを意味する。そうすると，当事業年度の制度資産の実
際運用利回りが３％を下回る場合（例えば，2％）には，「制度資産に係る
利息収益」は，実際の運用利回りを超えた利率（割引率である３％）で回っ
たと仮定して計算することになることを意味している。このような差額と
して計算されることが，合理的と言えない結果をもたらす場合があること
を，図表３の設例の仮定を変更した図表５の設例で見ていくことにする。
　変更した設例では，図表６で示すように，第127項 ⒝ に従う計算は，
「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く制度
資産に係る収益＝制度資産に係る収益－制度資産に係る利息収益」となる
ので，700×２％－700×３％＝14－21＝－7となる。したがって，当期に
制度資産に生じた実際利回りは２％の14（＝700×２％）でしかないにもか
かわらず，当期純利益で認識される「制度資産に係る利息収益」は，割引
図表５　図表３の設例に対する仮定の変更
図表３で示した設例における制度資産の実際運用利回りを，5％から２％に
変更する（下記下線部参照）。
期首の年金財政計算書における金額は以下のとおりとする。
確定給付制度債務の現在価値：1,000
制度資産の公正価値：700
確定給付負債の純額：300
割引率　　　　　　　　　：３％
制度資産の実際運用利回り：２％（＝制度資産に係る収益）
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率相当額の３％を用いて21（＝700×３％）として計算されるので，「確定
給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く制度資産に
係る収益」は，－7（＝700×２％－700×３％）として計算され，「確定給付
負債（資産）の純額の再測定」として OCIで表示されることになる 12）。
　このように，ネット金利を当期純利益で認識するという処理をすること
によって，当事業年度の制度資産の実際の運用利回りに関わりなく，確定
給付制度債務の現在価値と制度資産の現在価値が見合っている範囲では，
制度資産の運用利回りは割引率と同じと見ることによって，いわば仮定の
ネット金利が当期純利益で認識されることになる。図表５の設例では，仮
定計算された「制度資産に係る利息収益」21と「制度資産の実際利回り
（＝制度資産に係る収益）」14との差額は，OCIで－7として認識され，これ
は当期純利益にリサイクリングされることはない。このような計算構造で
は，制度資産の実際利回りを上回る損益が，「制度資産に係る利息収益」
として当期純利益で認識される。この例では，当期純利益が過大表示され
ているということになる。
12）　なお，当然のことながら，「確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額
（＝確定給付制度債務に係る利息費用－制度資産に係る利息収益）は，9（＝
1,000×３％－700×３％＝30－21）となり，図表３の設例と図表５の設例で
結果は同じとなる。
図表６　図表５の仮定に基づく制度資産に係る収益の区分と表示場所
項　　　目 金額
制度資産に係る利息収益（当期純利益で表示） 21
確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く
制度資産に係る収益（OCIで表示） －7
制度資産に係る収益（＝当事業年度の実際運用利回り） 14
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　このような仮定計算の結果として，当期純利益で表示されるネット金利
が，年金財政のどのような状況を示すのか，また，そもそも制度資産に係
る利息収益が割引率と同じレートを用いて計算することは適切なのかとい
う点は，改めて考えてみる価値がある。
　また，下記 ⑸ 「数理計算上の差異の定義の変更とその理由」で触れてい
るが，改訂前の IAS第19号では，企業が，制度資産が長期的にどれくら
いの運用利回りを稼ぐかを予想した「制度資産に係る期待収益」という概
念があった。これは，企業の単なる予測でしかない「制度資産に係る期待
収益」が，制度資産の運用実績として当期純利益で表示される仕組みであ
り，これと実際利回りとの差額が数理計算上の差異とされていた。そのた
め，未認識及び遅延認識という会計処理を採用した場合には，数理計算上
の差異のある部分は認識されず，さらに，ある限度を超えた場合でも，当
該超過額は，従業員の予想平均残存勤務期間にわたって分割して遅延認識
することとされていた。
　この方法は，企業の予想でしかない「制度資産に係る期待収益」に基づ
いて当期純利益が認識されるため批判されたが，ネット金利という概念に
は，これとは若干異なるが，同様のみなし計算（すなわち，制度資産は割引
率と同じ利率で運用ができたという仮定計算）が用いられており，それが当期
純利益に含まれているため，当期純利益の段階で，制度資産の運用実態を
適切に表現しているかに関しては，「制度資産に係る期待収益」の場合と
同じ疑問がある。
④　OCIからのリサイクリングの禁止の理由及び資本の部での振替の
意味
　OCIで認識された確定給付負債（資産）の純額の再測定は，その後の期
間において当期純利益に振り替えてはならない（ノンリサイクリング）とさ
れている（第122項）。結論の根拠 BC99では，リサイクリングを禁止して
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いる理由として，次の２つを挙げている。
⒜　IFRSには，当期純利益に組替調整（reclassification）する首尾一貫し
た方針がなく，かつ，この問題を2011年における IAS第19号の改訂
という文脈で取扱うことは時期尚早だと考えられた。
⒝　そのような組替調整のタイミングと金額を決定する適切なベースを
識別することが困難である。
　また，第122項では，企業は，OCIで認識した再測定の累計額を資本の
なかで振り替えることができるとされている。2011年改訂前では，OCI
で認識した数理計算上の差異等を「利益剰余金（retained earnings）」に振
り替えるという規定になっていたが，IFRSでは，利益剰余金を定義して
いないため，2011年の改訂において，第122項では振替先の勘定科目を特
定しないこととしたとされている（結論の根拠 BC100）。また，同じく
BC100では，資本のなかの内訳項目を特定しないのは，資本の内訳項目に
ついては，各国が固有の規定を有していることが考えられるため，これに
配慮したものであることも記述されている。そして，2011年の改訂では，
再測定の累計額を資本のなかで振り替えることを認めているが，その振替
に関する具体的な要求（例えば，利益剰余金を用いるべきだといった要求）は
あえて課していないことも記述されている。このように，IAS第19号では，
振り替えるタイミングは特定していないので，例えば，配当可能利益とし
て適格となる各国の規制を満たすように，各国又は各企業が，適宜に振り
替えるタイミングを決定することが可能だと考えられる。なお，この振替
は，当期純利益を経由することなく資本のなかで直接行われるので，リサ
イクリングには該当しない。
⑸　数理計算上の差異の定義の変更とその理由
　2011年６月の改訂で，数理計算上の差異は，確定給付制度債務から生じ
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るもののみに限定された。すなわち，制度資産の期待収益と実際利回りの
差額として定義されていた制度資産にかかる数理計算上の差異は廃止さ
れ，制度資産の実際利回りが包括利益計算書で包括利益までの段階で認識
されることに改訂された。このような改訂の理由を考えてみたい。
　①　定　　　義
　「数理計算上の差異（actuarial gains and losses）」は，IAS第19号（第８項）
において次のように定義されており，2011年６月の改訂前の規定が変更さ
れている（改訂前の IAS第19号では第７項） 13）。改訂前の規定では，数理計算
上の差異は，制度資産（plan assets）及び確定給付制度債務（defined benefit 
obligation）の双方から生じていたが，2011年６月の改訂において，制度資
産からは数理計算上の差異は生じないこととされた（現在は，数理計算上の
差異は，確定給付制度債務からのみ生じる）。
　「次のものから生じる確定給付制度債務の現在価値の変動をいう。
⒜　実績による修正（事前の数理計算上の仮定と実際の結果との差異の影響）
⒝　数理計算上の仮定の変更の影響」
　②　制度資産の数理計算上の差異が廃止された理由
　改訂前の第94項では，「数理計算上の差異は，確定給付制度債務の現在
価値，又は，関連する制度資産があればその公正価値の，増加又は減少か
ら生じる。（後略）」（下線は筆者）とされており，その第94項 ⒟ において，
数理計算上の差異の原因として，「制度資産に係る実際収益と制度資産に
係る期待収益との間の差異」が掲げられていた。このような制度資産から
の数理計算上の差異が廃止された理由は，次のような事情による。
13）　改訂前の IAS第19号の定義は次のとおりである。
　　 「数理計算上の差異は，次のものからなる。
　　⒜ 　実績による修正（事前の数理計算上の仮定と実際の結果との差異の影響）
　　⒝ 　数理計算上の仮定の変更の影響」
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　改訂前の IAS第19号の制度資産に関する認識及び測定に関する規定（第
105項から第107項）では，「制度資産に係る期待収益（expected return on plan 
assets）」という概念があり，これは，当期純利益で認識される費用の１項
目とされていた。また，この「制度資産に係る期待収益」と「実際の収
益」との差額が，数理計算上の差異とされていた。そして，「制度資産に
係る期待収益」は，期首における，制度資産に関連する債務の全期間にわ
たって得られると予想される収益（returns）に対する市場の予測に基づい
て計算されるとされていた。このような規定の結果，改訂前の IAS第19
号では，市場の予測に基づいて企業が決定する「制度資産に係る期待収
益」（言い換えると，これは企業の予想する収益でしかない）に基づいて当期純
利益が認識されるという仕組みになっていた。そして，制度資産の利回り
に対する企業の期待と実際の利回りとの差額は，数理計算上の差異とさ
れ，多くの場合，数理計算上の差異に対して認められている３つの選択肢
のうち，未認識処理及び遅延認識処理を選択することによって，当期純利
益での認識はまったくなされないか，それとも，数理計算上の差異が発生
した時期とは相当異なる期間（例えば，従業員の予想平均残存勤務期間）にわ
たって認識されていた。このように企業の期待に基づく収益見通しがその
まま当期純利益に反映され（このような会計処理は確定給付建年金制度以外に
は認められていない），それと実際利回りとの差額が直ちに認識されないと
いう会計処理となっており，このことが財務諸表を分かりづらくしている
という批判があった。
　改訂後の制度資産に関する認識及び測定に関する規定（第113項から第115
項）では，「制度資産に係る期待収益」という概念自体が廃止され，実際
利回りを示す「制度資産に係る収益」という概念だけが残っている（改訂
前後でこの定義は実質的に変更されていない）。そして，改訂後の第120項から
も分かるように，そして，既に解説しているように，「制度資産に係る収
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益」は，当期純利益と OCIの２つの場所に分かれるとはいえ，その発生
した期に全額が包括利益までの間で認識されることにされている（確定給
付費用の即時認識）。これによって，従前の数理計算上の差異という扱いを
通じて行う会計処理より，制度資産に生じた変動がその発生した期により
明確に分かるようになっている。
３．棚卸資産などへの原価算入についての考え方
⑴　問題の所在
　2011年６月の改訂後の IAS第19号第120項では，確定給付費用（① 勤務
費用，② 確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額及び ③ 確定給付負債（資産）
の純額の再測定の３つの構成要素からなる）を当期純利益又は OCIで即時認
識することを求めているが，その会計処理の例外として，「他の IFRSが
資産の原価（例えば，棚卸資産の原価）に含めることを要求又は許容してい
る場合」には，確定給付費用を棚卸資産などの原価に含めることが求めら
れている 14）。
　この例外に該当する IAS第２号（棚卸資産） 15）では，直接労務費は，加工
14）　第120項の規定は次のとおりで，その冒頭に例外処理の規定がある。
　 　「企業は，確定給付費用の内訳を次のようにして認識しなければならない。
ただし，他の IFRSが資産の原価に含めることを要求又は許容している場合
を除く。
　　 ⒜ 　勤務費用（第66項から第112項参照）を当期純利益に
　　 ⒝ 　確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額（第123項から第126項参
照）を当期純利益に
　　 ⒞　確定給付負債（資産）の純額の再測定（第127項から第130項参照）を
その他の包括利益に」
15）　IAS第２号第10項では，「棚卸資産の原価には，購入原価，加工費，及び
棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のコストのすべ
てを含めなければならない。」としている。また，加工費について規定して
いる第12項では，「棚卸資産の加工費には，直接労務費のような，生産単位
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費として棚卸資産の原価を構成するとしているので，製品を製造する工場
の従業員に係る確定給付費用の３つの構成要素すべてが棚卸資産の原価に
含まれるべき費用に該当すると仮定すると，OCIで表示するとされてい
る「確定給付負債（資産）の純額の再測定」は，棚卸資産の原価に含まれ，
その後販売されることによって，実質的に当期純利益で認識されることと
なる。このような帰結は，第120項 ⒞ で「確定給付負債（資産）の純額の
再測定は OCIで表示する」としている取扱いと矛盾するのではないかと
いう見解がある。このように考える見解では，棚卸資産の原価に参入すべ
き項目は，「確定給付負債（資産）の純額の再測定」を除いた２つの構成
要素（勤務費用と確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額）のみにすべきと
主張している。
　このように，第120項の解釈として，次の２つの考え方がある。
⒜　確定給付費用の性質が棚卸資産の原価に算入しなければならないも
のであるなら（すなわち，製品製造に関わる工場の従業員に関連するものな
ら），「確定給付負債（資産）の純額の再測定は OCIで表示する」とい
う規定にかかわらず，原価算入すべきである（すなわち，確定給付費用
の３構成要素すべてを原価に算入する）。
⒝　第120項の規定の趣旨を優先し，OCIで表示すべきとされている
「確定給付負債（資産）の純額の再測定」は，原価算入すべきではな
い。
　上記 ⒜ の考え方を採用すると，結果として，制度資産の毎期の実際利
回りが棚卸資産の原価に直接反映することになる。すなわち，市場環境に
よって毎期変動する制度資産の実際利回りが，すべて直接棚卸資産の原価
に直接関係する費用が含まれる。（後略）」と規定されており，例えば，製品
の製造に直接関与する工場の従業員の確定給付費用は，直接労務費に該当す
ると理解することができる。
確定給付建年金制度の会計処理についての考察（山田）　517
に算入され，結果として棚卸資産の原価が毎期大きく変動することが起こ
り得る。
⑵　IAS第19号の規定から読み取れること
　第120項の解釈として２つの考え方があることは前述したが，このどち
らが適切な解釈であるかは，基準を見る限り明確ではない。しかし，2011
年６月の改訂時の結論の根拠（BC107）では，資産の原価の決定に関して，
IFRSは，当期純利益に含めるべき損益と OCIに含めるべき損益とを区別
する原則を有していないとした上で，「ある項目が資産の原価に算入され
るかどうかは，その性質及び当該資産について該当する IFRSにおける原
価の定義に合致するかどうかによって決まる」と記述している 16）。言い換
えると，ここで示されている考え方は，上記 ⒜ に通じるものである。す
なわち，他の IFRSにおいて原価に算入すべきかどうかを決めている定義
に該当する費用は，最初に棚卸資産の原価に算入されてしまうので，そも
そも，第120項で規定する確定給付費用の表示原則（当期純利益か OCIかの
区分）の対象にならないという見解である。この見解は，論理的に見える
ものの，制度資産の公正価値の変動をすべてその発生した会計期間の製造
原価に反映させなければならないというのは，製造原価のボラティリティ
16）　BC107では，次のように記述されている。
　　 「資産の原価の算入に関して，IFRSは，当期純利益に表示する収益及び費
用と，その他の包括利益に表示する収益及び費用を区別する原則を設けてい
ない。当審議会の考えでは，ある項目が資産の原価に算入されるかどうか
は，その性質及び当該資産について該当する IFRSにおける原価の定義に合
致するかどうかによって決まる。さらに，当審議会の考えでは，これは，そ
の他の包括利益に認識した金額の振替に関する結論と整合的である。資産の
一部として認識した金額は，最初にその他の包括利益には認識されていない
からである。したがって，当審議会は，この件について追加的なガイダンス
を加えなかった。」
518
を高めることになり，企業にとって受け入れられる許容範囲を超えている
のではないかと考えられる。また，そのようにして変動する製造原価を投
資家が理解できるのかどうかについても，疑問が残る。
　このように，BC107では，原価算入される再測定は，再測定に表示され
る前に原価に算入されるので，OCIに表示されることはないとしている
が，しかし，この考え方が IAS第19号で矛盾なく貫かれているかどうか
に関しては，若干の疑問がある。すなわち，IAS第19号の注記による開示
要求に，必ずしもこの考え方と平仄があっていると思われない点があるの
で，それを紹介しておきたい。
　第140項では，「確定給付負債（資産）の純額」を構成する制度資産，確
定給付制度債務の現在価値及び資産上限額の影響について，期首残高から
期末残高への調整表を示さなければならないと要求している。そして，第
141項では，その際に区分して表示すべき項目（例えば，当期勤務費用や利息
収益又は利息費用など）を列挙しているが（第141項で掲げられている表示項目
については，図表７参照），ここには，「資産の原価に含められることとなる
再測定損益」は，表示すべき項目の例としては明記されていない。第141
項は例示と考えられるが，求められている調整表は，確定給付負債（資産）
の純額の期首残高から期末残高への調整表なので，ほとんどの企業では資
産への原価算入があると想定されることを考えると，「資産の原価に含め
られることとなる再測定損益」という項目は，第141項に明示されていな
ければならない項目ではないかと考えられる。しかし，第141項では，「資
産の原価に含められることとなる再測定損益」は明示されておらず，この
ことは，BC107の考え方（原価算入すべき費用は，OCIで認識する前に資産の
原価に含められるので OCIからのリサイクリングの対象とならないというもの）
が，必ずしも，第141項の項目の列挙に明確に反映されていないことを示
していると考えられる。これは，見方によっては，結論の根拠と開示要求
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との矛盾といえる。
　ここで扱っている問題は，2011年６月に IAS第19号が改訂されたとき
には，製造原価のボラティリティが大きくなるのではないかとの懸念か
ら，大きな問題となったが，その後日本において IFRSの適用企業が拡大
しているが，この件が大きな話題を呼んでいる気配はない。このことか
ら，実務では，工場の従業員に係る確定給付費用のうち，「確定給付負債
（資産）の純額の再測定」は，OCIで表示する実務が採用されているので
図表７　IAS第19号第141項の規定
　第140項に列挙した各調整表では，該当があれば，次のそれぞれを示さなけ
ればならない。
⒜　当期勤務費用
⒝　利息収益又は利息費用
⒞　確定給付負債（資産）の純額の再測定（以下を区分して示す）
　ⅰ　制度資産に係る収益（⒝ の利息に含まれている金額を除く）
　ⅱ 　人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算上の差異（第76項 ⒜ 参
照）
　ⅲ 　財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の差異（第76項 ⒝ 参照）
　ⅳ 　確定給付資産の純額を資産上限額までに制限していることの影響額の変
動（⒝の利息に含まれている金額を除く）。企業は，利用可能な最大の経
済的便益をどのように算定したかも開示しなければならない（すなわち，
当該便益が，返還，将来掛金の減額あるいは両者の組合せのいずれの形態
であるのか）。
⒟ 　過去勤務費用及び清算損益。第100項で認めているように，過去勤務費用
と清算損益は，同時に発生する場合には区別する必要はない。
⒠　外国為替レートの変動の影響
⒡ 　制度への拠出（事業主によるものと制度加入者によるものとを区別して示
す）
⒢　制度からの支払（清算に関する支払金額を区分して示す）
⒣　企業結合及び処分の影響額
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はないかと推測される。
４．IAS第19号の確定給付費用の会計処理の改訂についての評価
　すでに見てきたように，2011年６月に改訂された IAS第19号は，「確定
給付負債（資産）の純額の再測定」は OCIで表示するものの，それ以前の
IAS第19号が認めていた数理計算上の差異の未認識及び遅延認識という会
計処理（「コリドール・アプローチ」又は「回廊アプローチ」）を廃止し，財政
状態計算書及び包括利益計算書の透明性を高めたと見ることができる。
　そこで，本稿の最後に，2011年６月の改訂の特徴として冒頭で示した３
点についての評価を試みたい。
⑴　数理計算上の差異に関する３つの選択肢の廃止
　改訂前には認められていた数理計算上の差異に関する３つの選択肢を廃
止し，年金財政に当期に発生した変動をその発生した期で包括利益までの
間で（すなわち，給付建制度に関連するすべての損益を当期純利益と OCIに分け
て）すべて認識するという会計処理のみに統一したことは，まず，会計処
理を１つにしたことによって透明性が向上したという意味で，評価ができ
る。また，財政状態計算書で未認識となる資産や負債をなくしたという点
も透明性の向上という点から評価することができる。また，その結果とし
て，それらの変動をそれらが発生した会計期間の包括利益計算書で包括利
益として表示することになったことも同様の観点から評価できる。
⑵　ネット金利の導入と制度資産の実際利回りの一部の OCIでの表示
①　制度資産から生じる数理計算上の差異という概念を廃止することに
よって，市場データを基礎とはするものの企業の予想でしかない制度
資産に係る「期待収益」を当期純利益に反映するという会計処理が廃
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止されたことは，透明性の向上及び操作性の低減という観点から評価
ができる。
②　年金財政の当期の変動をその発生した会計期間の当期純利益で認識
することによる当期純利益の変動を避けるために，確定給付費用の一
部を OCIで表示することにしたことは，当期純利益ですべての確定
給付費用を認識することに対する関係者の反対を考慮すると，現実的
な対応として妥当な処理だということができる。しかし，確定給付費
用を当期純利益と OCIという異なる損益として表示することは，複
雑性を増すとともに，当期純利益で認識される損益の操作性を増大さ
せることが懸念される。また，次に述べるように，当期純利益で表示
するネット金利という仮定計算に論理的合理性があるのかについての
疑問が残る。
③　ネット金利という考え方は，確定給付制度債務から生じる支払利息
と制度資産から生じる受取利息のそれぞれの総額をわかりにくくした
という点で，問題がある。また，制度資産から生じる受取利息を，確
定給付制度債務を現在価値に割り引くために用いる割引率を用いて計
算することは，実態を反映しない仮定計算（制度資産は，確定給付制度
債務に適用した割引率と同じ割引率を用いた受取利息を生んだというみなし
計算）の導入であり，さらに，実際利回りを上回る制度資産の受取利
息の表示となる可能性も排除できないので（図表６参照），問題がある
処理だと言わざるを得ない。特に，仮定計算でしかないという点に関
しては，制度資産に係る「期待収益」に基づく当期純利益での損益認
識を廃止したにもかかわらず，新たな仮定計算の導入となっているた
め，企業の予想に基づく当期純利益の認識となっているという批判を
完全に払拭できていない。
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⑶　確定給付費用の資産の原価算入と OCIで表示された確定給付負債
（資産）の純額の再測定の取扱い
　「他の IFRSが資産の原価（例えば，棚卸資産の原価）に含めることを要求
又は許容している場合」には，確定給付費用を棚卸資産などの原価に含め
ることが求められているが，この取扱いの範囲に，OCIで表示された確
定給付負債（資産）の純額の再測定による損益が含まれるかどうかは，基
準上明確でなく，この点の明確化が期待される。
　結論の根拠で示されている「他の IFRSにおいて原価に算入すべきかど
うかを決めている定義に該当する費用は，最初に棚卸資産の原価に算入さ
れてしまうので，そもそも，第120項で規定する確定給付費用の表示原則
（当期純利益か OCIかの区分）の対象にならない」という見解は，IASBの議
論の過程を見る限り，十分議論された結果得られたものだとは考えられな
い。IAS第19号の実務での適用において，製造原価が変動することが問題
となっていないので OCIで表示された確定給付負債（資産）の純額は，
OCIとして表示され，製造原価には算入されない処理が行われているも
のと推測されるが，そうだとすると，例えば，棚卸資産の場合，直接労務
費のすべてが棚卸資産の原価に配賦されていないという結果となる。この
ことを是とするのであれば，その概念的合理性の説明及び関連規定の改訂
による明確化が必要である。したがって，この面での規定の明確化のため
の検討が，今後行われるべきだと考えられる。
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